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要約：技術シーズから事業化に至るプロセスにおける課題の同定とそのソリューションを体系化するという
起業工学の枠組みを構築するため、様々な分野の事業活動の中から、新規事業創造の方法論を抽出している。
今回は特に、新規事業創造を、価値創出という観点から 3つの段階に分け、各段階について夫々異なる角度
のアプローチにより分析を行った。（1）価値創出準備段階：顧客満足度調査などのマーケティング手法の最
適化という観点から、いかに新たな価値創造への手がかりを得るかの方法論を検討した。（2）価値創出過程：
経営資源に乏しい地域企業に着目して価値の転換・創出・強化のプロセスを解析し、事業成功への組織論的
な要件を考察した。（3）価値創出の連鎖過程：中堅製造業における技術開発と新規事業展開を技術経営論的
な観点から分析し、価値創出の連鎖機構を解析しモデル化した。これらの検討から得られた知見とモデルは、
21世紀の知識社会における事業創造への方法論の提示という形で、特に低迷からの脱却を志向している多
くの製造業、中小企業や地域企業の経営戦略に資するものである。

1. はじめに
　近年、MOT（Management of Technology）教育が経
済産業省の支援により日本の多くの大学で展開さ
れるようになってきている。高知工科大学では、こ
うした日本におけるMOT教育の普及に先立つ 1999

年に、いわゆるMOT（技術経営）とはニュアンスを
異にする「起業工学」教育の重要性を提唱し、起業家
コースを大学院に開講した。この起業工学教育と
は、特に新規事業の創造に焦点をあて、技術を基礎
としたシーズの事業化までのプロセスを体系的に
整理し、あるいはそのプロセス自体を工学的な観点
から体系化することを通じて、日本経済の新たな活
力となる事業振興に結び付けようと試みるもので
ある。
　起業工学の考え方は、技術を基礎とした製造業に
限定されるものではない。　例えば、地方の中山間
部に見られるイノベーティブな事業創造活動の本
質は大企業を含むあらゆる組織にも適用できるも
のであり、中央であるか地方であるかを問わないも
のである。そこで本報告では、起業工学という枠組

みで実施してきた様々な産業分野の企業研究を、包
括的に整理し、新規事業創造過程の枠組み解析と
して、これを価値創出という観点から 3つの段階
に分け、各段階について夫々異なる角度のアプロー
チにより分析を行うこととした。

2. 起業工学の概念と研究の枠組み
　起業工学の目指すところは、技術、非技術にかか
わらずシーズから事業に至る動的なプロセスにお
ける課題を見出し、かつその解を提供できるような
人材を育成するための教育を起業工学という枠組
みで体系化することを試みることにある 2,3）。起業
工学は文字通り「起業」と「工学」を組み合わせたも
のになっている。ここでいう起業は事業を起こすと
いう意味で、ベンチャー企業創造に限定されるもの
でなく既存の企業組織内においてリソースの再配
置を行い新事業創造を目指すものも含む。一般に工
学という言葉から連想されることは、「再現性」、「論
理性」、「記述性」、「再利用可能性」である。一方技
術シーズから事業化までの過程というものは非常
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に複雑でかつ不確定性の高い、あいまいなものであ
る。Yao Tzu Liが科学と技術とイノベーションの機
能的関係を豊穣の角というメタフォーを使って説
明しているがその課題に対する解を見出す能力を
開発することは極めて重要であり、このプロセスを
出来る限り体系化しようというのが起業工学の目
的であるといえる。前回の報告では、図 1に示す通
りこの枠組みの元で大きく分けて、新事業創造、技
術経営、地域産業振興、マーケティングの分野での
研究を実施していることを紹介した。

　今回は特に、起業工学全体の目指すところである
新規事業創造を、価値創出という観点から 3つの段
階に分け、各段階について夫々異なる角度のアプ
ローチによる分析を行った。
（1）価値創出準備段階：顧客満足度調査などのマー
ケティング手法の最適化という観点から、いか
に新たな価値創造への手がかりを得るかの方法
論を検討した。

（2）価値創出過程：経営資源に乏しい地域企業に着
目して価値の転換・創出・強化のプロセスを解
析し、事業成功への組織論的な要件を考察した。

（3）価値創出の連鎖過程：中堅製造業における技術
開発と新規事業展開を技術経営論的な観点から
分析し、価値創出の連鎖機構を解析しモデル化
した。

3. 価値創出準備過程：
　新商品開発型（シーズ発見型）顧客満足度

調査への取り組み
  3.1 研究の位置付け
　顧客満足度調査は今や企業の大小を問わず行われ
ているが、その調査には主として４つの目的がある。
（1）「将来の企業業績を予測する指標」

（2）「役員、従業員の勤務評定の指標」
（3）「現在の製品、サービスの改善」
（4）「新製品、新サービスの開発」
この中から、本研究では特に新商品開発型（シーズ
発見型）顧客満足度調査に着目して、新規事業開拓
における価値創造過程の中でのいわば準備段階と
しての、マーケティングの方法論と分析手法の検討
を行った。
　これまでの顧客満足度調査は、調査を行う側があ
らかじめ複数の答えを用意して、被験者に選択して
もらう方法が一般的だった。自由回答は比較的少な
く、調査側は書き込みの回答を統計処理できないた
め、目検で処理するほかなく、有効活用することが
できなかった。調査側があらかじめ回答を用意して
被験者に選択してもらうだけでは、今ある製品や
サービスを評価することはできても、潜在需要を掘
り起こすことは困難である。よって前回はこれまで
有効活用できなかった自由回答をテキストマイニ
ングの手法を使って分析を試みることにより、新商
品開発型（シーズ発見型）顧客満足度調査をより充
実させることができることを報告した。即ち、定量
データによる CS調査には限界があり、定性データ
を補完することにより、企業業績と連動する CS調
査が実現できると定量評価と定性評価の「融合評価
モデル」を提案した。今回はその「融合評価モデル」
を使って、具体的に実在する百貨店についての分析
を試みた。

  3.2 事例研究（伊勢丹のケース）
　今回、伊勢丹デパートついて、この「融合評価モ
デル」を作成して分析を試みた。（図 2）

図 1 起業工学研究の構造

図 2 顧客満足融合モデル
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　縦軸は定性的 CS調査による「百貨店に望むサー
ビス」、つまり言葉による満足要因の頻度の多寡を
表し、横軸に定量的 CS調査の満足度評価を現して
いる。調査結果のデータをこのように分割すると 4

つのセルが出来上がり、それは以下の意味を持つ。
A:満足度の高い顧客層が多く望んでいるサービス
B:満足度の低い顧客層が多く望むサービス
C:出現頻度は少ないが、満足度の高い層に出てく
るサービス

D:満足度が低い顧客層のしかも出現頻度も少ない
サービス

これら 4つのセルに実際に「伊勢丹デパート」の定性
的 CS調査のデータと定量調査のデータを当てはめ
てみた。

  3.3 分析結果
　分析の結果は以下の通りである。
　Aの位置に現われているサービスを実現すること
は、満足している顧客を「ロイヤル顧客」へ導くこと
ができ、Bの位置に現われているサービスを実現す
ることは「顧客満足度」を高め、顧客の離反を防止す
ることにつながり、Cの位置に現われるサービスを
把握することは、新製品や新サービスのシーズを掴
むことに役立つ、という意味については前述したと
おりである。
　具体的に先のアンケート調査による伊勢丹デ

パートについて見てみる（図 3）と、Aの満足度の高
い顧客層が多く望んでいるサービスは、「駐車場に
関する苦情、要望関連」、「休憩場所・トイレ・子供
を預ける施設などの要望」、「衣料品・サイズ・品揃
えに関する要望」などが現れている。これらの要望
に取り組むことは伊勢丹デパートにとって、既存の
顧客を「ロイヤル顧客」へ導くという意味からして、
最重要課題であるといえるだろう。 

　Bの位置に現われている、満足度の低い顧客層が
多く望むサービスとしては、「店員の接客態度に関
する苦情・不満」、「品揃えに関する不満 」などが現
れており、接客態度の見直しや顧客ニーズにあった
品揃えが満足度の高い顧客層に求められており、こ
れらを改善することが顧客離反を防止することに
つながることを示している。
　Cの位置に現われている、出現頻度は少ないが
満足度の高い層に出てくるサービスには、「洋書、
DVDなどの取り扱いを要望」、「Yシャツの袖丈の
多様なバリエーションを希望」、「本店の催し物を支
店でも開催要望」、「通信販売、宅配サービスの要望」
などがあらわれており、これらの要望から将来の成
長の糧となる新商品のシーズが埋まっていると言
えそうである。

  3.4 まとめ
　このように CS調査では顧客満足度を従来のよう

図 3 調査結果
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に定量評価をしてもらうだけでなく、顧客に満足要
因や不満要因を自由に回答してもらうことにより、
企業は顧客の満足ステージごとに具体的に何を行
うべきかが明白になり、より業績向上に資する CS

調査を行うことができるようになる。したがって企
業は定量的な CS評価のみに気を取られるのではな
く、顧客は実際に何を望んでいるか、具体的に知る
ことが大切なのであり、そのためにはテキスト、つ
まり言葉による具体的な表現からも学ばなければ
ならないのである。

4. 価値創出過程：
　地域企業の事業展開から
　次に、一般に経営資源が乏しいとされる多くの地
域の地元企業の事例展開を調査し、その成功要因の
共通性を探ることから、組織論的な立場から現代の
企業の事業活動の大きな成功要因としての、価値創
造（イノベーション）過程を抽出することを試みた。
　本稿では、この過程を、1）価値の転換・創出過程、
2）価値の固有性醸成過程の 2種にわけ、研究成果を
整理することとする。

  4.1 価値の転換・創出過程の解析
　日本における地域活性化の大きな理論的中核と
して評価されてきたM.ポーターのいわゆるクラス
ター理論によれば、たとえ石油などの天然資源に恵
まれない地域でも、大学や研究所などから知のスピ
ルオーバーによって周辺地域に産業が発達し、銀行
や行政などの支援によって事業が発展すれば、地域
には競争力のある産業集積が興る可能性がある。し
かし今日困窮に喘ぐ多くの地域では、通常の経営資
源はもとより、こうした知の発生源も醸成機関もな
く、産業集積とはほど遠い状況にあるものが多い。
　そうした多くの地域で必要なのは、現実に「ない」
とされている経営資源を自ら「創出」し、無から有を
引き出す資源開発手法を身につけることである。そ
のような手法は、一見混沌としていて体系的に確立
するのは困難であるように見える。しかし、現実に
成功している多くの事業事例を分析することによ
り、なんらかの普遍的な法則性や共通性を見出すこ
とは可能なはずである。多くの地域活性化に資する
ため、本研究ではそうした方向性のもとに、多くの
事例研究を行い、普遍性抽出の足掛かりとした。

  4.1.1 研究方法・研究内容
　本研究では、前記趣旨より、特に通常の観点から
は経営資源とみなされないようなものを経営資源

とし事業展開している地域事業例に着目し、その調
査・分析を行った。調査対象事例を以下に具体的に
列挙する。
（1）「方言」の事業化：高知県「生活創造工房」
（2）「端材」の事業化：高知県「四万十ドラマ」
（3）「木の葉」の事業化：徳島県「いろどり」
（4）「浸水島」の事業化：沖縄県「由布島」
（5）「酸性土壌」の事業化：中国四川省「五金花園」
（6）「魚の鱗」の事業化：沖縄県「Y酒造」
（7）「砂浜」の事業化：高知県「砂浜美術館」
（8）「街並」の事業化：長野県小布施町
（9）「不定形果実」の事業化：高知県「馬路村農協」
（10）「激安果実」の事業化：沖縄県「西表島交通」
　これらの事例の事業化成功要因を事例ごとに丹
念に分析し、共通要因の抽出を行うことにより、経
営資源開発のポイントを導出した。

  4.1.2 研究調査・分析結果
　調査の結果、多くの事例では、従来経営資源とし
て認められなかったものを経営資源とするような
「価値の転換」に気付くことがトリガーとなり、次に
それを実際に価値ある経営資源として育てていく
長期的な活動が存在していた。各事業の成功要因の
共通性を以下にまとめる。
（a）価値転換は、多くの場合、地域の外部からやっ

てきた人間ないし一度外部での生活を経て
戻ってきた地元の人間により行われることが
多い。

（b）新価値創出活動は、そうした価値転換に気付い
た人間をリーダー格とした地域のグループに
よって、長期的に続けられ、10年から 20年近
くかかっているものも少なくない。

（c）こうした活動主体としての地域のグループやそ
の事業展開を支える集団の背景には、地域特有
の連帯意識や共同体意識が背景となっている
場合が多い。

  4.1.3 考察と更なる検証
　以上の分析により、地域の経営資源開発の重要な
因子としての人的要素、特に外部知をもった指導者
の移入と、地域住民の連携を支える共同体意識の
存在は、それら自身が貴重な波及的資源（無形資産）
であることがあきらかになった。
　この知見を別の角度で検証するため、本研究で
は、さらに以下のように事業分野・業態そして事
業規模や対象商圏規模の異なる事例の比較検討を
行った。
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（1）沖縄・竹富島交通による観光・生活関連事業（竹
富島：人口数百人の離島）

（2）沖縄・西表島交通グループによる特産品開発と
多角化事業（西表島：人口数千人の離島）

（3）高知・近森会による病院経営（高知市：人口数
十万人の地方都市）

（4）大阪・とさ千里によるこだわり野菜販売事業（千
里ニュータウン：人口数十万人の大都市ベッド
タウン）

　その結果、調査事例の分析を通じて、業種や業態
にかかわらず、また事業規模や商圏の大きさにか
かわらず、各地域の共同体社会の形成が事業プラッ
トフォームとして大きく作用していることが明ら
かになった。
　調査事例では、各事業規模や商圏に応じた規模と
領域の共同体の存在が、事業そのものの成立や収益
獲得に大きく寄与していることが示された。これは
即ち、地域においては、共同体の存在や、その中
での連帯意識、郷土愛や共存意識そのものが、様々
な事業を成立させるための貴重な経営資源となっ
ていることを意味する。このことは、大都市の大企
業や国際的な活動を行っている多国籍企業ですら、
その活動の場における広範囲な社会的モラルの形
成や社会協働意識が、事業を円滑に行いあるいは成
立させるための重要なプラットフォームとして働
くこととリンクしている。企業活動全般の戦略立案
の問題にもつながることとして、今後さらにこうし
た共同体意識の醸成を定量的に評価し、事業の具体
的な展開にどのように結びつくのか、事業展開の方
法論の導出という立場でモデル化を行いたい。同時
に、より多くの事例解析と統計的手法により、知見
の普遍性検証と命題の明確化へと進めていきたい。

  4.2 価値の固有性醸成過程の解析
　Vernonの PLC（Product Life Cycle）論においても指
摘されたように、成熟した工業化社会においては、
製品開発で先進であった国や企業は、技術や知のス
ピルオーバーによって次々と後進の国や企業に製
造拠点や利益を奪われる。そこで多くの先進企業
は、汎用製品の安価な量産から、個性的な価値を持
つ製品の多品種少量生産、特にデザイン性やブラン
ド性の高い商品作りという方向へと向う。即ち現
代は、ある側面では、画一的な価値観の量産志向
工業化社会から稀少価値・固有価値を重視したアー
ト志向社会へと徐々に移行していると考えられる。
　その一例として、グローバル化の中で熾烈な格差
問題に悩む地域では、貧しい経営資源のもとでの生

き残り戦略として、資本投下のあまり必要でない
アートによる地域のブランド化や事業活性化が注
目を集めはじめている。
　本研究では、そうした事例として、
（1）高知県中村町における砂浜美術館の開拓
（2）高知県赤岡における住民活動と絵金蔵設立
（3）徳島県上勝町における芸術祭活動
（4）香川県直島における家プロジェクト
について、調査・分析を行った。
　分析の結果、アートを新しい事業ツールとして確
立していくには、事業体組織の内部、および内部
と外部との「感情共有」の形成が重要な因子になる
ことをあきらかにした。即ち、前節と同様、組織
内部での連帯意識の醸成として、組織メンバーにお
けるアートを媒介とした一種の「感情共有」が、事業
の成立に大きく関与していることが判明した。こ
れはまた、組織外部（顧客および社会や共同体など）
との「感情共有」によって、さらに広がりと強さを持
つものになる。
　今後の世界の厳しい経営環境において競争力を
獲得していくために、事業の経営戦略において、組
織内部での感情共有、そして組織外部との感情共有
という因子が重要度を増す可能性があり、その具体
的な手法やプロセスについて、今後更に詳細にあき
らかにしていく予定である。

5. 価値創出の連鎖過程：
　技術指向中小製造業における事業展開から
　ここでは大阪に拠点を持つ技術指向中小製造業者
である株式会社ハネロンという企業を事例として事
業展開のプロセスを調査した結果を述べる。ハネロ
ンの創業者は、もともと、家庭電気製品、半導体素
子を含む各種電気・電子製品を製造する大企業の研
究開発部門において制御回路の開発に従事していた。
その会社での 5年間の経験の後会社を退職し、3年
間の準備期間を経て、個人企業を設立した。企業使
命を電子制御機器の開発・製造に設定し、初期段階
として顧客要求に対応するカスタム製品の開発を行
い、ここで構築した技術をベースに、以降多角化戦
略をとり、多様な品種の開発展開を行った。

  5.1 事業の原点：自動印鑑彫刻制御装置
　創業後最初の事業は自動印鑑彫刻制御装置の開
発製造であった。実印は、実印として登録できるた
めに同じ名前の他者と識別できるものであること
が法律によって規制されている。このため版下は
手書きで署名したものを用い、このイメージを顕微
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鏡を通して拡大しフォトセンサーで取込み、彫刻機
で印材に彫刻する。署名のイメージと印材は、プー
リーによって互いに同期する回転体に搭載され、錐
とソレノイドプランジャーから成る彫刻機は、回転
しながら一点一点印材を刻む。具体的には版下の中
心部からスタートし横方向にベッドが移動するに
つれ署名イメージの一点毎にスリットを通して読
み取り、その結果を上下する錐で刻印していく。こ
の過程により結果的に ｢唯一 ｣の登録可能印鑑がで
きあがる。この装置の開発製造によって画像の読み
込み、錐の上下動等のアナログ処理、装置全体のデ
ジタル制御技術、そしてメカニカルな処理を行う
メカトロニクス技術を統合する要素技術の確立を
行った。図 4は印鑑彫刻制御装置の構造とここで確
立された 3つの要素技術の関連を示す。

  5.2 多品種製品開発展開
　ハネロンの歴史を振り返ると大きく分けて 5つの
ステージに分けることができる。第 1段階は個人企
業として創業した初期段階、第 2段階は株式会社組
織化の時期、その後 OEM事業を中心とした第 3段
階、自主事業への展開を図った第 4段階、最後が独
自ブランドを構築した第 5段階である。個人企業の
初期段階の間には前述した印鑑彫刻制御装置をは
じめとして 5つの製品が開発された。これらの製品
開発を支えたキーファクタは、アナログ、デジタル、
及び、メカトロニクス技術であった。この企業は初
期段階の間にこれら 3つの技術を統合して、コア・
コンピタンスを確立した。
　図 5は、第 1段階から第 5段階に至る製品開発
事業の流れの中で製品間の関係を技術の視点で示
したものである。基本的な技術は、アナログ、デ
ジタル、及び、メカトロニクス技術の組合せであり、
第 1段階から第 5段階への会社の質的成長を支えた。

アナログ－デジタル複合回路に欠くことのできない
耐ノイズ特性向上に対するノウハウは、電子リレー
製品の開発を通して蓄積された。ナット締付け機の
開発は、親機と子機ユニットの組合せという概念の
導入により、多様なカスタム製品を扱う技術の育成
を助長した。第 1段階で開発した全ての技術は、第
2段階の電卓製造自動テストシステムの開発に寄与
した。ここでの顧客との協業は、顧客の製造設備に
おけるテストシステムに関する暗黙知を習得する良
い機会となった。第 2段階において、画像、メカト
ロニクス、マイクロプロセッサー応用技術を取り入
れた技術は、電卓機能テストシステムに統合された。
第 3段階においてハネロンは、自動車製造ライン
用の I/O周辺サブユニットを製造した。I/Oユニッ
トは、顧客に依存した多様な仕様となることが特徴
で、これに対して少量多品種生産を扱う経験が有効
に働いた。またこの第 3ステージではパケット通信
技術も導入された。カスタム制御システム製品ビ
ジネスにおけるこの企業の経験は 25年以上に及び、
ステージ 1から 3で確立したコア・コンピタンスを
利用して、独自ブランドの事業をはじめることが可
能になった。DMA（Data Mail Adaptor）と呼ばれる自
社ブランド製品の概念は、メールシステムを利用す
ることで制御データを電子メールテキスト形式で
送ることである。遠隔センサーや遠隔装置から捕
らえたデータをパケットネットワークとインター
ネットを通して PCもしくは携帯電話に送る遠隔監
視システムを構築することが出来る。図 4 印鑑彫刻制御装置の構造と技術
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  5.3 誘発型新事業創出連鎖
　ハネロンにおける新事業創造を眺めてみると、ま
ず単機能の「キー打ち機」が開発され、この事業化の
過程で顧客との相互作用により獲得される新たな
知識に基づき新たな機能を付加して次の新製品が
開発され、これらが繰り返されシステムレベルの電
卓完成品演算検査装置事業に至るサイクルを見出
すことができる。同様に DMAもメール発信の単機
能から、センサー一体型 DMAになり、センターを
含めたシステム機器事業へ成長している。これは図
6に示す通り、コア技術を基盤として顧客との相互
作用を持つことにより顧客からの知識を獲得しつ
つ R&Dを進めるプロセスの中で次の製品開発が誘
発されることを示唆しており、この垂直方向事業展
開が行われてきたことを示している。この誘発型新
事業創出連鎖はシステム事業展開にとって極めて
有効なスキームであると言える。

6. おわりに
　本稿は、2000年に映像情報メディア学会にマル
チメディア・アントレプレナー・エンジニアリング
研究会が時限研究会として設立され、2003年以降
常設の研究会として、その深堀が継続されている
「起業工学」という概念に準拠し、その枠組みを明ら
かにするため、様々な視点から調査・分析・考察を
行ったものである。
　即ち、多様な事業分野の事業活動の中から、新規
事業創造の方法論の抽出を目的とし、今回は特に、
新規事業創造を、価値創出という観点から 3つの段
階に分け、各段階について夫々異なる角度のアプ
ローチにより分析を行った。
（1）価値創出準備段階：顧客満足度調査などのマー
ケティング手法の最適化という観点から、新た
な価値創造への手がかりをどのように見出すか
を検討し、定量的な CS評価のみでなく、顧客
は実際に何を望んでいるか、具体的なテキスト
（言葉）表現からも学ばなければならないことを
明らかにした。

（2）価値創出過程：経営資源に乏しい地域企業に着
目して価値の転換・創出・強化のプロセスを解
析し、事業成功への組織論的な要件として、地
域においては、共同体の存在や、その中での連
帯意識、郷土愛や共存意識そのものが、様々な
事業を成立させるための貴重な経営資源となっ
ていることを明らかにした。

（3）価値創出の連鎖過程：中堅製造業における技術
開発と新規事業展開を技術経営論的な観点から

図 5 製品開発展開と技術連関

図 6 新事業創出連鎖
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　 分析し、価値創出の連鎖機構として、コア技術
を基盤として顧客との相互作用を持つことによ
り顧客からの知識を獲得しつつ R&Dを進めるプ
ロセスの中で次の製品開発が誘発されるという
価値創出連鎖モデルを抽出した。

　これらの検討から得られた知見とモデルは、21

世紀の知識社会における事業創造への方法論の提
示という形で、特に低迷からの脱却を志向している
多くの製造業、中小企業や地域企業の経営戦略に資
するものと考える。
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Abstract: Entrepreneur engineering is a systematic approach to identify issues and to provide a solution to the issues 

in the business development process from a variety of business seeds. In this framework, the process of new business 

creation is analyzed in the three different viewpoints; （1） marketing as preparing value creation stage, （2） organization 

formation as value creation stage, （3） technology advancement as successive value creation. In the concrete, .（1） the 

effectiveness of hybrid marketing research model is analyzed in value creation stage, （2） organizational conditions for 

creating new value are analyzed through regional enterprise cases, （3） successive value creation model is proposed 

through analyzing the case of a certain medium scaled manufacturing enterprise. The obtained model and implications 

will contribute to establish management strategy of small and medium enterprises, or many manufacturing enterprises in 

Japan in particular.


